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最近改正 令和７年２月20日 

 

大阪市結核定期健康診断補助金交付要綱 

 

（目的） 

第１条 この要綱は、大阪市補助金等交付規則（平成18年大阪市規則第７号。以下「規

則」という。）に定めるもののほか、感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に

関する法律（平成10年法律第114号。以下「法」という。）第60条第１項に基づく大

阪市結核定期健康診断補助金（以下「補助金」という。）の交付に係る申請、決定等

について必要な事項を定めるものとする。 

 

（補助の対象） 

第２条 本要綱による補助は、別表１に掲げる施設等の設置者（以下「設置者」とい

う。）が、同表に掲げる者に対して行う法第53条の２第１項に規定する定期の健康診

断（以下「健康診断」という。）について法第58条の３の規定により支弁した費用に

対して行うものとする。 

 

（補助金の額） 

第３条 補助金の額は、各年度において、設置者が健康診断の実施のために支弁した費

用の額のうち別表２に掲げる補助対象経費から、当該年度におけるその実施に関する

収入の額を控除した額と、別表２に掲げる基準により算定した補助基本額とを比較し

ていずれか少ない方に３分の２を乗じて得た額（ただし１円未満は切捨てる。）とす

る。 

 

（交付の申請） 

第４条 補助金の交付を受けようとする者は、大阪市結核定期健康診断補助金交付申請

書（様式第１号）に規則第４条各号に掲げる事項を記載し、市長に提出しなければな

らない。申請期限については、事業開始が４月から５月末までの場合は前年度の３月

初旬までに、事業開始が６月から９月末までの場合は当該年度の５月初旬までに、事

業開始が10月から翌年３月までの場合は当該年度の９月初旬までとする。なお、詳細

な申請期限については、別途定める募集要項によって定めることとする。 

  

２ 前項の申請書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）結核定期健康診断補助事業計画内訳書（様式Ａ） 

（２）私立学校・施設等事業収支予算書抄本（様式Ｂ） 

（３）その他市長が必要と認める書類 

 

（交付の決定） 

第５条 市長は、補助金の申請があったときは、当該申請に係る書類の審査及び必要に

応じて行う現地調査等により、当該申請に係る補助金の交付が法令、条例及び規則に



 

違反しないかどうか、補助金の交付の対象となる健康診断（以下「補助事業」とい

う。）の目的及び内容が適正であるかどうか、金額の算定に誤りがないかどうか等を

調査し、補助金を交付すべきものと認めた時は、速やかに交付の決定をするものとす

る。また適正な交付を行うため必要があるときは、補助金等の交付の申請に係る事項

につき修正を加えて補助金等の交付の決定をすることができる。 

２ 市長は、補助金の交付の決定をしたときは、大阪市結核定期健康診断補助金交付決

定通知書（様式第２号）により通知するものとする。 

３ 市長は、第１項の調査の結果、補助金を交付することが不適当であると認めたとき

は、速やかに補助金を交付しない旨を決定し、大阪市結核定期健康診断補助金不交付

決定通知書（様式第３号）により通知するものとする。 

４ 市長は、申請期限の翌日から起算して 30 日以内に当該申請に係る補助金の交付又

は補助金の不交付の決定を行うものとする。ただし、事業開始日が申請日の翌日から

起算して 30 日以内の場合は、事業開始前までに当該申請に係る補助金の交付の決定

又は補助金を交付しない旨の決定をするものとする。 

 

（申請の取下げ） 

第６条 補助金の交付の申請を行った者は、前条第２項の規定による通知を受領した場 

 合において、当該通知の内容又は規則第７条第１項の規定によりこれに付された条件

に不服があり申請を取下げようとするときは、大阪市結核定期健康診断補助金交付申

請取下書（様式第４号）により申請の取下げを行うことができる。 

２ 申請の取下げをすることができる期間は、交付決定通知書を受けた日の翌日から起

算して10日とする。 

 

（交付の時期等） 

第７条 市長は、補助事業の完了後、第13条の規定による補助金の額の確定を経た後に、 

 大阪市結核定期健康診断補助金交付請求書（様式第５号）により請求を受けた日から 

30日以内に当該請求に係る補助金を交付するものとする。 

 

（補助事業の変更等） 

第８条 補助事業を行う者（以下「補助事業者」という。）は、補助事業の内容等の変

更（軽微な変更を除く。）をしようとするときは、大阪市結核定期健康診断補助金変

更承認申請書（様式第６号）を、補助事業の中止又は廃止をしようとするときは、大 

 阪市結核定期健康診断補助金中止・廃止承認申請書（様式第７号）を市長に対し提出 

し承認を受けなければならない。 

２ 前項の軽微な変更は、交付決定金額の範囲内で行う健康診断の実施人員または撮影

区分の変更とする。 

  

３ 第１項の申請のうち交付決定金額を超えるような実施人員または撮影区分の変更を

しようとするときは、第１項に規定する大阪市結核定期健康診断補助金変更承認申請

書に、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）結核定期健康診断補助事業計画内訳書（様式Ｃ） 

（２）私立学校・施設等事業収支予算書抄本（様式Ｂ） 



 

（３）その他市長が必要と認める書類 

４ 市長は、前項の変更承認申請があったときは、その内容の審査をし、適合すると認

めたときは、大阪市結核定期健康診断補助金変更交付決定通知書（様式第８号）によ 

 り通知するものとする。 

 

（事情変更による決定の取消し等） 

第９条 市長は、補助金の交付の決定をした場合において、その後の事情変更により特

別の必要が生じたときは、補助金の交付の決定の全部若しくは一部を取消し、又はそ

の決定の内容若しくはこれに付した条件を変更することができる。 

２ 前項の取消し又は変更を行った場合においては、市長は、大阪市結核定期健康診断

補助金事情変更による交付決定取消・変更通知書(様式第９号)により補助事業者に通

知するものとする。 

  

（補助事業等の適正な遂行） 

第10条 補助事業者は、補助金の他の用途への使用をしてはならない。 

 

（立入検査等） 

第11条 市長は、補助金の適正な執行を期するため、必要があると認めたときは、補助 

事業者に対して報告を求め、又は補助事業者の承諾を得た上で職員に当該補助事業者

の事務所等に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査させ、若しくは関係者に対して

質問させることができる。 

 

（実績報告） 

第12条 補助事業者は、補助事業が完了したとき（補助事業等が継続して行われている 

場合には各年度の末日）又は補助事業の廃止の承認を受けたときは、大阪市結核定期

健康診断補助金実績報告書（様式第10号）に規則第14条各号に掲げる事項を記載し、 

市長に提出しなければならない。 

２ 前項の報告書には、次に掲げる書類を添付しなければならない。 

（１）補助事業実施に係る経費の支出を確認できる領収証等の写し 

（２）結核定期健康診断実績報告書（様式Ｄ） 

（３）日本語教育施設結核定期健康診断実績報告書（様式Ｅ） 

（ただし、日本語教育施設に限る。） 

（４）結核定期健康診断補助事業実績内訳書（様式Ｆ） 

（５）その他市長が必要と認める書類 

 

（補助金の額の確定等） 

第13条 市長は、前条第１項の規定による実績報告書の提出を受けたときは、報告書等 

の書類の審査、領収書等根拠資料の現地調査等により、当該報告に係る補助事業の成

果が補助金の交付の決定の内容及びこれに付した条件に適合するものであるかどうか

を調査し、適合すると認めたときは、交付すべき補助金の額を確定し、大阪市結核定

期健康診断補助金額確定通知書（様式第11号）により補助事業者に通知するものとす 

る。 



 

 

（決定の取消し） 

第14条 規則第17条第３項の規定による通知においては、市長は大阪市結核定期健康診 

断補助金交付決定取消通知書（様式第12号）により通知するものとする。 

 

（関係書類の整備） 

第15条 補助事業者は、補助事業に係る経費の収支を明らかにした書類、帳簿等を常に 

整備し、第13条の通知を受けた日から５年間保存しなければならない。 

 

附則 

この要綱は、平成18年12月１日から施行し、平成18年４月１日から適用する。 

 

 附則 

この要綱は、平成20年４月１日から施行する。 

 

附則 

この要綱は、平成22年２月22日から施行し、平成22年度以降の予算により支出する補助

金について適用する。 

 

附則 

この要綱は、平成24年１月６日から施行し、平成24年度以降の予算により支出する補助

金について適用する。 

 

附則 

この要綱は、平成25年２月１日から施行し、平成25年度以降の予算により支出する補助

金について適用する。 

 

附則 

この要綱は、平成26年２月１日から施行し、平成26年度以降の予算により支出する補助

金について適用する。 

 

附則 

この要綱は、平成27年１月１日から施行し、平成27年度以降の予算により支出する補助

金について適用する。 

 

附則 

この要綱は、平成29年２月１日から施行し、平成29年度以降の予算により支出する補助

金について適用する。 

 

附則 

この要綱は、平成31年２月１日から施行し、平成31年度以降の予算により支出する補助

金について適用する。 



 

 

附則 

この要綱は、平成31年４月２６日から施行し、平成31年度以降の予算により支出する補

助金について適用する。 

 

附則 

この要綱は、令和２年２月１９日から施行し、令和２年度以降の予算により支出する補

助金について適用する。 

 

附則 

この要綱は、令和３年２月１日から施行し、令和３年度以降の予算により支出する補助

金について適用する。 

 

附則 

この要綱は、令和５年２月１日から施行し、令和５年度以降の予算により支出する補助

金について適用する。 

 

附則 

この要綱は、令和７年２月20日から施行し、令和７年度以降の予算により支出する補助

金について適用する。 

 

別表１（補助金の対象となる施設等及び健康診断の対象者） 

 

対象となる施設等 対象となる健康診断の対象者 

大阪市内に所在地を置く大学、高等学校、高等専門

学校、専修学校又は各種学校（ただし、国又は地方

公共団体が設置運営するもの及び修業年限が１年未

満のものを除く。） 

学生又は生徒のうち当該年度

に入学した者 

日本語教育施設のうち、専修学校もしくは各種学校

又は財団法人日本語教育振興協会の認定を受けた施

設 

すべての学生 

社会福祉法（昭和26年法律第45号）第２条第２項第

１号及び第３号から第６号までに規定する施設（た

だし、国又は地方公共団体が設置運営するものを除

く。） 

入所者のうち当該年度の末日

において65歳以上である者 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表２（補助対象経費及び補助基本額） 

 

補助対象経費 補助基本額 

設置者が法第53条の２

第１項の規定により行

う定期の健康診断のう

ち、胸部エックス線検

査にかかる経費 

次により算定した額の合計額 

（１）レンズカメラにより間接撮影を受けた者の延べ数×81円 

（２）70mmミラーカメラにより間接撮影を受けた者の延べ数×97円 

（３）100mmミラーカメラにより間接撮影を受けた者の延べ数×125円 

（４）直接撮影を受けた者の延べ数×131円 

（５）精密検査（事後措置）を受けた者の延べ数×131円 

 


